
 

国自整第 268 号の２ 

令和６年３月 28 日 

 

 

 

  一般社団法人日本自動車整備振興会連合会会長 殿 

 

 

 

                            国土交通省 物流・自動車局 

自動車整備課長 

                      （ 公 印 省 略 ）  

 

 

 

OBD検査システム利用事業者の各種申請等における連絡体制等の取扱方針に 

ついて 

 

 

 

 標記について、別添のとおり各地方運輸局自動車技術安全部長及び沖縄総合事務局運輸

部長あて通達しましたので、了知いただくとともに、傘下会員に対し周知をお願いいたし

ます。 

 

 

 

 



 

国 自 整 第 2 6 8 号 

令和６年３月 28 日  

 

 

各地方運輸局自動車技術安全部長 殿   

沖縄総合事務局運輸部長 殿 

 

 

                    物流・自動車局自動車整備課長 

                    （ 公 印 省 略 ）  

 

 

OBD検査システム利用事業者の各種申請等における連絡体制等の取 

扱方針について 

 

 

令和６年 10 月から開始される OBD 検査（目視により判断できない電子制御装置の

故障等に対応するため、検査用スキャンツールを用いて車載式故障診断装置の診断結

果を読み出し、特定の情報等の記録状況を検査すること。）の実施のため、独立行政法

人自動車技術総合機構（以下「機構」という。）では、OBD検査システムを管理、運用

している。 

自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者が当該システムを利用するため

には、認証番号又は指定番号による申請等が必要となるが、申請から利用可能となる

までには日数を要することとなるため、新規指定等と同日に当該システムを利用可能

とするためには、運輸局及び運輸支局（兵庫陸運部及び内閣府沖縄総合事務局を含む。

以下「運輸局等」という。）での新規指定等の審査と並行して、機構での OBD 検査シ

ステムの申請内容の審査を行う必要がある。 

また、指定取消等の行政処分後の OBD検査システムの不正使用を防ぐため、機構に

おいて必要な措置を迅速に行う必要がある。 

これらのことから、運輸支局（兵庫陸運部を含む。以下同じ。）への事業者からの申

請及び運輸局（内閣府沖縄総合事務局を含む。以下同じ。）による行政処分に係る情報

を機構に共有する必要があるところ、別紙のとおり「OBD 検査システム利用事業者の

各種申請等における連絡体制等の取扱方針」を定めたので了知されるとともに、遺漏

のないよう取り扱われたい。 

 また、一般社団法人日本自動車整備振興会連合会会長及び機構理事長あて別添のと

おり通知したので申し添える。 

 

  

別添 



 

別 紙  

 

OBD検査システム利用事業者の各種申請等における連絡体制等の取扱方針 

 

１．申請又は届出があった際の連絡について 

（１）自動車特定整備事業の認証又は指定自動車整備事業の指定の申請 

     運輸支局は、道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号。以下「法」とい

う。）第 79 条又は第 94 条の２の申請があった際は、当該申請を行った者に

対し自動車特定整備事業の認証又は指定自動車整備事業の指定を受けると

同時に OBD検査システムの利用開始（自動車特定整備事業者として OBD検査

システムを利用している場合であって、指定自動車整備事業の指定と同時に

新たに OBD 検査モードを利用開始する場合を含む。）を希望するか、申請者

に確認する。当該申請者が同時利用開始を希望する場合にあっては、必要な

手続きの方法として以下の事項を案内する。 

 

・OBD 検査システムの申請時に入力が求められる、認証番号又は指定番号につ

いては、未定であるため、代わりに次の番号を入力すること 

   『管轄運輸支局コード（２桁）＋事業場の電話番号（10～11桁）』 

・OBD 検査システムの申請時に添付が求められる、認証書又は指定書について

は、未交付であるため、代わりに運輸支局への申請書（事業場の名称、事業

場の所在地が確認できる部分）の写しを添付すること 

 

上記の希望があった場合、運輸支局は、次に掲げる項目を遅滞なく機構へ

電子メールにより連絡する。 

機構は、運輸支局から連絡があり、かつ、当該申請者から OBD 検査システ

ムの申請があった場合には、利用開始の日までの審査完了に向けて準備を進

める。 

 

①申請の種別（新規認証、新規指定又は廃止新規） 

②認証番号（新規指定の場合に限る。） 

③廃止される事業場の指定番号（廃止新規の場合に限る。） 

④事業場の名称 

⑤事業場の所在地 

 

     また、運輸局等は、当該申請者が OBD検査システムを同時利用開始できる

よう、次の⑥及び⑦の項目が確定次第（遅くとも認証又は指定の予定日（認

証又は指定を行う可能性のある日のうち最も早い日とする。以下同じ。）の

前開庁日までに）、①～⑤の項目にこれらの項目を追加し、機構へ電子メー



 

ルにより連絡する。（予定日に変更が生じた場合は速やかに機構に連絡する。） 

 

   ⑥認証番号（指定自動車整備事業の場合は指定番号） 

 ⑦認証又は指定の予定日 

 

運輸局等は、当該認証又は指定の日が確定した場合は、直ちに④～⑥の項

目と認証又は指定の日を機構へ電子メールにより連絡する。 

機構は当該認証又は指定の日に、当該申請者が利用開始できるようシステ

ム処理を行う。 

 

 （２）廃止届出 

     運輸支局は、法第 81 条第２項（第 94 条の９において準用する場合を含

む。）の廃止の届出があった際は、速やかに次に掲げる項目を機構へ電子メ

ールにより連絡する。 

機構は、運輸支局から連絡があった場合には、当該事業場の OBD検査シス

テムに登録されている情報を確認し、利用停止手続きがされていなかったと

きは速やかに事業場 ID及びユーザーIDの削除を行う。 

 

   ①事業場の名称 

②事業場の所在地 

   ③認証番号（指定自動車整備事業の場合は指定番号） 

   ④廃止日 

 

 （３）変更届出等 

運輸支局は、法第 81条第１項の変更届出（事業場の名称又は事業場の所在

地に関するものに限り、道路運送車両法施行規則（昭和 26 年運輸省令第 74

号）第 62 条の２の２第２項及び指定自動車整備事業規則（昭和 37 年運輸省

令第 49号）第５条第３項の届出の際に行うものも含む。）又は法第 94条の４

第３項の自動車検査員の変更の届出があった際は、機構の OBD 検査システム

に登録されている情報の変更についても案内する。 

 

２．行政処分等を行う際の連絡について 

 運輸局は、次表に掲げる行政処分を行う際には、当該行政処分の種類に応じ、次

表に掲げる項目を、次表に掲げる連絡期日までに機構へ電子メールにより連絡する。

（予定日に変更が生じた場合は速やかに機構に連絡する。）また、次表に掲げるシ

ステム上の処理を行う可能性がある旨の連絡を当該行政処分に係る事業者に速や

かに連絡する。 

機構は、運輸局から連絡があった場合には、次表に掲げるシステム上の処理を行



 

う可能性がある旨の連絡を当該行政処分に係る事業者に速やかに連絡し、当該行政

処分の効力が発生する日と同日に実施する。 

 

処分の種類 項目 連絡期日 システム上の処理 

（全処分で共通） 

①事業場の名称 

②事業場の所在地 

当該処分が効

力を発生する

前開庁日 

 

事業の停止命令 

（法第 93条） 

 ③認証番号（指定自動車

整備事業の場合は指定

番号） 

④停止予定期間 

 事業場 IDの停止 

認証の取消 

（法第 93条） 

③認証番号（指定自動車

整備事業の場合は指定

番号） 

④取消の予定日 

 事業場 IDの削除 

自動車検査員の解任命

令 

（法第 94 条の４第４

項） 

 

③指定番号 

④解任される自動車検

査員の氏名 

⑤解任の予定日 

 解任された自動車

検査員の利用者区

分を「検査員」から

「工員」に変更 

保安基準適合証等の交

付停止命令 

（法第 94 条の８第１

項） 

③指定番号 

④停止予定期間 

 事業場 ID の種別を

指定工場（OBD検査

不可）に変更 

指定の取消（認証の取

消を含まない場合に限

る） 

（法第 94 条の８第１

項） 

③認証番号 

④指定番号 

⑤取消の予定日 

 事業場 ID の種別を

認証工場に変更 

 

３．機構への連絡方法 

電子メールでの機構への連絡方法は以下のとおり。 

■宛先 ： 自動車技術総合機構 OBD情報・技術センター 

       

■件名 ： 『【○○運輸支局（※運輸局等の名称）】○○情報（※申請、届出又は

処分区分）の共有』 
 
附 則（令和６年３月 28日付け国自整第 268号） 

この通達は、令和６年 10月１日から施行する。 


